































































































































































































































































































































































































































































































































領域 競争の度合 輸送密度 線　路　の使われ方 該　当　分　野 規制一公的関与のパターン
① 大 大 優等列車多 （山陽）新幹線 1② 大 大 優等列車少 地方中枢都市
③ 大 小 優等列車多 地方都市間輸送 H④ 大 小 優等列車少 地方中小都市
⑤ 小 大 優等列車多 新　　幹　　線
皿
⑥ 小 大 優等列車少 大　　都　　市
⑦ 小 小 優等列車多 新在直通運行 lV













































































































































































































































































資本金（億円） 売上高（億円） 経常利益（億円） 人員数（人）
日　本　電　信　電　話 7，956 16，967 1，175 3，500
東　日　本　電　信　電　話 3，350 21，547 567 61，000
西　日　本　電　信　電　話 3，120 20，716 △430 68，000
NTTコミュニケーションズ 720 11，000 1，277 6，600
N　T　　T　　デ　　ー　　タ 1，425 7，164 345 10，300
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（15）山内［1998］p．2
（16）山内［1998］p．3
（17）熊谷［1978］pp．11－16参照
（18）山口［1998］p．67
（19）運輸調査局［1999］p．7
（20）山内［1998］p．9参照
（21）中条［1994］参照
（22）運輸調査局［1999］p．9
（23）山内［1998］p．9参照
（24）植草［1991］p．35
（25）藤井［1998］p．3
（26）藤井［1998］参照
（27）前出の山口真弘氏は運輸政策の方策について、
①達成すべき目的と採用する方策とは密接に結びついており、目的の
　達成のために適切なものでなければならない。
②目的との整合性については常に検討を行い、常に適切なものであり
　続けなければならない。
③方策が効率的に行われ、政策の費用をできるだけ少なくすることが
　必要である。これらの費用は究極的には国民の負担であり、可及的に
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　軽減すべきものであるからである。
④国家が国民の行為に対し規制を行う場合であるが、その規制は必要
　最小限度のものとすることが必要である
　としている
（28）横田二郎［1994］p．57
（29）日本では、一部の制約はあるものの、子会社の株式を保有する一方
　で自ら事業を兼業する事業持株会社（operating　parent　company）
　は認められてきたが、他企業の株式の保有だけを目的とし、生産・販
　売等の事業活動を一切行わない純粋持株会社（holdingcompany）は、
　独禁法第九条により戦後約50年間禁止されてきた。持株会社解禁をめ
　ぐる動きは、1960年代後半には、資本の自由化にともなう企業競争力
　の強化策として、1980年代後半に国際化に対応して、1991年の金融制
　度改革にあたって、1992年に株式市場の活発化を図るため、と幾度と
　なくあったが、実現には至らなかった。ようやく、1990年代半ばのN
　TTの分離・分割をめぐる議論において、持株会社の適用が条件とさ
　れた段階で概ねこの形態解禁の方向が決定された。この意味で持株会
　社解禁に果たしたNTT分割の意義は大きい。
　　最終的に独禁法第9条の改正により、持株会社の設立は原則自由化
　された。ただし公正取引委員会は禁止される持ち株会社の形態につい
　て、①幅広い分野で有力企業を抱える（財閥型）、②グループ内に大
　型金融機関を持つこと、③相互に関連する業界での有力企業同士、と
　いったガイドラインが作成されている。
（30）榊原腔夫［1999］p．17参照
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